
令和元年度中小廃棄物処理施設における先導的廃棄物処理システム化等評価・検証事業
応募様式
	<評価検証課題名>
	

	応募区分
(システム化技術・要素技術の区分）
	□　システム化技術
□　要素技術

	<評価検証課題

代表者>
	氏名（上段フリガナ）
	所属機関名・部局・役職名

	
	　

	

	
	所属機関所在地
	〒

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	

	<評価検証課題

経理事務担当者>
	氏名（上段フリガナ）
	所属機関名・部局・役職名

	
	　

	

	
	所属機関所在地
	〒

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	

	<事業実施場所>
	

	<事業期間>
	令和元年度～令和　　年度

	<評価検証体制・組織>　

	№
	構成機関名

（代表事業者を含む）
	各構成機関の分担業務
	各構成機関の

R1年経費


	1

2

3
	
	
	  (千円)



	№
	分担業務の名称
	氏  名
	所属機関名・部局・役職名
	R1年度
経費
	R1
ｴﾌｫｰﾄ


	
	
	
	
	  (千円)


	　(%)



	<評価・検証者実数>　計    名<所属機関実数>　計    機関
	<令和元年度経費>　　合計　　　,　　　千円


＜本事業の概要・目的＞
	※公募要領ｐ６「①廃棄物エネルギーの有効利用等に伴うエネルギー使用量の削減によりエネルギー起源CO2削減に資する取組であること。」、「③先導的な廃棄物処理技術（別紙１参照）に係る評価・検証事業であること。」、「⑤廃棄物処理技術のメカニズムが科学的に確立されていること。」を踏まえた記載とすること。
※公募要領別添評価基準表「①課題設定の妥当性」を踏まえた記載とすること。
※その他については、留意事項のｐ４を参照。


＜本事業の目標・計画＞
	①最終目標
	※留意事項のｐ４を参照



	②令和２年度
目標・計画
	※留意事項のｐ４を参照
※R1年度単年度事業の場合は、記載の必要はありません。



＜評価検証の実施体制＞　
	※公募要領ｐ６「②自治体（都道府県、市町村、特別区及び地方公共団体の組合）と民間企業等が共同・連携して行うものであること。」を踏まえた記載とすること。

※その他については、留意事項のｐ５を参照
※ 枠内に適宜図表を挿入して構わない。




＜ＣＯ２削減効果＞
	※公募要領別添評価基準表「②事業における環境改善効果の評価方法」、「③実現した場合のCO2排出量等の削減効果の見込み」を踏まえ、本事業及び本事業終了後に水平展開した際のＣＯ２削減効果を記載すること。
※ＣＯ２削減効果の算定に当たっては、原則として単純焼却、現状システム、提案システムの３パターンについて記載すること。また、ライフサイクルコストについても示すこと。詳細条件については、留意事項を参照すること。
※その他については、留意事項ｐ５を参照
※ＣＯ２削減量の算出にあたっては、下記ＵＲＬのツールに基づくこと。なお、ツールに基づき算出することが難しい場合は、独自の方法によることも可能とするが、明確な根拠を示すこと。
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html



＜事業計画・スケジュール＞
	※公募要領ｐ６「⑥評価・検証終了後の出口戦略（例：事業終了後の課題解決に向けた検討内容・スケジュール等）が明確であること。」を踏まえた記載とすること。
※公募要領別添評価基準表「④事業計画・スケジュール」を踏まえた記載とすること。
※その他については、留意事項ｐ５を参照
※スケジュール表については、別添も可とする。
R1
○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月

○月




＜事業化・普及の見込み＞
	※公募要領ｐ６「④中小廃棄物処理施設に活用できる技術であること。」、「⑦評価・検証の結果、全国的に水平展開でき、中小廃棄物処理施設への導入が期待される事業であること。」を踏まえた記載とすること。
※公募要領別添評価基準表「⑤事業の横展開可能性及び終了後の出口戦略」を踏まえた記載とすること。
※その他については、留意事項ｐ５を参照


＜本事業の事前準備状況・関連技術開発＞
	※留意事項のｐ５を参照


＜本事業以外の国の制度（事業）からの資金援助の有無と本事業との関連性（申請中を含む）＞　
	※留意事項のｐ６を参照


＜事業費（評価・検証事業の実施に必要な金額を記載すること）＞
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円（税込））

	
	令和元年度
	令和２年度
	合計

	事業費
（一般管理費含む）
	
	
	


	委託事業費　
　　　
	
	
	（金額単位：千円（税込））

	＜事業費の明細＞

	年度
	①　物　品　費
	②　人件費・謝金

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	元
	＜消耗品費＞　　　　　　　　　　計
	
	＜人件費＞　　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜謝金＞　　　　　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	物品費合計
	
	人件費・謝金合計
	

	２
※
	物品費合計
	
	人件費・謝金合計
	


※２年度は当該年度の事項別合計額のみ記入
	委　　託　　事　　業　　費　　　　　　　　　
	
	
	（金額単位：千円（税込）
））

	＜事業費の明細＞

	年度
	③　旅　　　費
	④　そ　の　他

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	元
	＜旅費＞　　　　　　　　　　　計
	
	＜印刷製本費＞　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜会議費＞　　　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜通信運搬費＞　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜光熱水費＞　　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜その他諸経費＞　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜一般管理費＞　　　　　　　　計
	

	
	
	
	＜外注費＞　　　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜再委託費＞　　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	＜共同実施費＞　　　　　　　　計
	

	
	
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	旅費合計
	
	その他合計
	

	２
※
	旅費合計
	
	その他合計
	


※ ２年度は当該年度の事項別合計額のみ記入
	

	＜論文・特許等の知的財産権・その他実績＞ 

	事業実施者
	論文タイトル・著者名等
	備考

	
	※留意事項のｐ６を参照

	


※応募様式の他に参考資料を添付する場合は、本項目にチェックを入れてください。
参考資料の添付　□あり
　　　　　　　　　□なし
PAGE  
1

